
校外学習で NHK コスモメディア・アメリカを訪問し、
実際のニュース現場を見学したニューヨーク育英インターナショナルの小学 5 年生たち。
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1. 教育レポート



　ニューヨーク育英インターナショナルスクールの小学 5 年生は 5 月 20 日、NHK コスモメディア・アメリカを訪問した。

当日は、スタジオ見学をはじめ、キャスターやスイッチャー業務を実際に体験し、本物の現場ならではの緊張感と楽し

さを体験した。

　事前授業で「ニュースができるまで」の流れを学習し、編集会議から取材、原稿完成までの過程を自分たちで調べて

見学に臨んだ。現場では NHK のスタッフがスライドを使ってニュース番組の作り方や歴史などを説明。また、NHK が

日本に向けて実施しているメジャーリーグ中継についても話を聞いた。子どもたち全員がキャスター体験をした他、中

継映像への字幕の入れ方など、より実践的な技術も学んだ。

　参加した 5 年生は 「キャスター体験を通して、原稿が画面の前に表示されることに驚いた。普段どうやって言葉を覚

えているのだろうと疑問に感じていたので、キャスターがずっと前を向いて話せるのにはこのような仕組みがあったの

かと、とても勉強になった」と目を輝かせていた。

　また引率で同行した担任教師は「事前学習で学んだニュース制作の流れを、実際に自分の目で確かめ、生きた学びに

してほしいとの思いで当日を迎えた。限られた人数で番組を制作・放送していることから、一人一人が責任を持って仕

事を果たし、みんなで協力して完成させる『チームワーク』の大切さも感じてほしかった」と話した。

　実際の映像制作は、わずか 5 人で行えるそうで、一見それぞれが個別に作業しているように見えるが、「番組を制作する」

という同じ目標に向かって進むことでチームワークが生まれる。子どもたちからも「少人数でニュースを作っているこ

とに驚いた」との声が多く聞かれた。

　見学後、子どもたちは学校に戻り、自己紹介動画の制作に取り組んだ。まず原稿を作成し、それに合う映像を考え、キャ

スターになりきって原稿を読み上げた。少人数で番組を支えるプロフェッショナルたちの姿から感じ取った「チームワー

クの大切さ」は、今後の学校生活や子どもたちの考え方にも大きな影響を与えるに違いない。（情報・写真提供：ニュー

ヨーク育英インターナショナルスクール）

NY 育英学園インターナショナルスクール

「ニュース番組制作の現場を体験」
NHK コスモメディア・アメリカを訪問

2026. 6. 20

NHK コスモメディア・アメリカはニューヨーク市庁舎のそばにある。見学に向けて期待いっぱいの子どもたち
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2. NY 教育関連ニュース



　ニューヨーク州議会はこのほど、州法上の「母親（mother）」「父親（father）」といった表現を、より包括的

な性別中立用語へ変更する法案を可決した。ニューヨークポストなど各メディアが伝えた。法案は今後、ホー

クル知事の署名を経て成立するかどうかが決まる。

「母親」​「父親」を​性別中立表現に
　法案では、州法の一部において「mother（母親）」を「gestating parent（妊娠・出産した親）」、「father（父親）」
を「non-gestating parent（出産していない親）」または「parent（親）」へ置き換える。また、「paternity（父
子関係）」は「parentage（親子関係）」へ変更される。対象となるのは家庭裁判所法、家族関係法、社会福祉法、
教育関連法など幅広い分野で、法案は 6 月 2 日、州上院で 38 対 23 の賛成多数で可決された。

同性カップルや​代理出産に​対応
　法案を提出したルイス・セプルベダ州上院議員（民主）は、現行法や判例との整合性を図るために必要な
改正だと説明している。支持派は、同性カップルによる子育てや養子縁組、代理出産、生殖補助医療など、
多様な家族形態が広がる中で、従来の「母親」「父親」という表現だけでは実態を十分に反映できないと主
張する。養子縁組を専門とする弁護士レスリー・シルバー・ホフマン氏も、「ニューヨークには父親が 2 人
の家庭も、母親が 2 人の家庭もある」として法改正を支持している。

与野党から​批判の​声も
　一方で、共和党議員や保守派からは強い反発が出ている。法案に反対票を投じたパトリシア・カンゾネリ・
フィッツパトリック州上院議員（共和）は、「生活費の高騰や公共安全の問題に苦しむニューヨーカーがい
る中で、民主党は州法から『母親』と『父親』を削除することを優先した」と批判。

2026. 6. 9

「母親」「父親」が法律から消える？　
性別中立表現への変更法案、 NY 州で可決

父親」「母親」と呼べなくなるなら、「祖父」「祖母」とも呼べなくなる？写真はイメージ（photo: Unsplash / Volodymyr Hryshchenko）

続きはウェブへ

- 6 -

https://www.dailysunny.com/2026/05/01/nynews20260501/


　トランプ政権が導入を進める子ども向け資産形成制度「トランプ口座（Trump Accounts）」が 7 月 4 日、スター

トする。対象となる子どもには政府が 1 人当たり 1000 ドルを拠出し、将来の資産形成を後押しする。経済誌

フォーブスが伝えた。

2025 ～ 28 年生まれが​対象
　対象となるのは、2025 年 1 月 1 日から 2028 年 12 月 31 日までに生まれたアメリカ国民の子ども。政府
が拠出する 1000 ドルを元手に口座が開設され、資金は主にアメリカの株式市場に連動するインデックスファ
ンドで運用される。保護者や祖父母などによる追加拠出も可能で、子どもの成長に合わせて長期的な資産形
成を行う仕組みとなっている。

里親家庭の​子どもにも​拡大
　フォーブスによると、政権は制度の対象拡大も進めており、最近では里親家庭（フォスターケア）の子ど
もも対象に加える方針を示した。制度の目的は、子どもの頃から投資や資産形成への関心を高めることにあ
り、将来的な教育費や住宅購入資金などへの活用も期待されている。

日本人家庭も​確認を
　アメリカで暮らす日本人家庭にとっても、この制度は無関係ではない。子どもがアメリカで生まれ市民権
を保持している場合は、親の国籍に関係なく対象となる可能性があるため、駐在員家庭や永住者家庭も条件
の確認を。一方、この制度は教育費向けの「529 プラン」※とは異なる新たな資産形成制度であり、利用条
件や税制上の扱いについては今後の詳細発表を確認する必要がある。

2026. 6. 22

子ども 1 人に 1000 ドル支給の
「トランプ口座」とは？

対象者・申請方法を解説

資金は子どもが 18 歳まで凍結され、59 歳未満で資金を引き出すと 10% のペナルティが課される。写真はイメージ (photo: Unsplash / Taylor Gray)

続きはウェブへ
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　マンハッタンの連邦地裁判事は 6 月 24 日、司法省が大陪審召喚状を使って患者の医療記録を入手すること

を一時的に差し止めた。対象は NYU ランゴンヘルス、マウントサイナイ病院などの市内の医療機関で、18 歳

未満時に思春期ブロッカーやホルモン療法などを受けたトランスジェンダーの患者が含まれる。地元ニュース

サイトのゴッサミストが同日、伝えた。

　トランスジェンダーの市民グループが、NYU ランゴンヘルスと司法省を相手取り起こした集団訴訟で、原告

側は、トランプ政権による記録要求が、トランス当事者への攻撃やジェンダー肯定医療の縮小を狙う広範な動

きの一部だと主張。司法省が NYU ランゴンヘルスに求めた資料には、患者を特定できる情報、医療従事者の人

事記録、診療費請求や医療コードに関する記録などが含まれていた。

　仮差止命令は、少なくとも 7 月 8 日に予定されている次回の公判まで有効。NYU ランゴンヘルスはコメント

を控えた他、司法省もコメント要請に対し直ちには回答しなかった。

トランプ政権に​屈したと​批判
　病院側は、仮に記録提出が必要になった場合は個人情報を伏せる方針を示していた。しかし判事は、AI な
どの技術を使えば完全な匿名化を保証するのは難しいとの懸念に言及。マウントサイナイ病院前では、患者
や家族が判決に一定の安堵を示す一方、将来的に記録が司法省に渡る可能性への不安は残ると語った。
　この問題は、NYU ランゴンヘルスやマウントサイナイ病院が今年、未成年へのジェンダー肯定医療を停止
したことへの批判が高まる中で起きた。LGBTQ+ 支援団体の一部は、両病院が政権に屈したとして、28 日に
行われる NYC プライドマーチからの排除を求めている。

2026. 6. 25

NY 連邦地裁、 トランプ政権のトランス青少年
「医療記録」取得を一時差し止め

プライバシー保護が争点

今回の訴訟は、全米の医療政策を占う重要な司法判断の一つとなる。写真はイメージ（photo: 本紙）

続きはウェブへ

- 8 -- 8 -

https://www.dailysunny.com/2026/06/25/nynews20260625-3/


　米連邦最高裁は 6 月 22 日、1979 年にニューヨーク市で行方不明となったイータン・パッツ君（当時 6）を

巡る事件で、ペドロ・ヘルナンデス受刑者の殺人有罪判決を復活させた。ウォール・ストリート・ジャーナル

などが同日、伝えた。事件当時、ボデガで働いていたヘルナンデス受刑者は 2012 年、ニューヨーク市警察（NYPD）

の聴取で、イータン君を店の地下に誘い込み殺害したと供述。17 年に誘拐と重罪殺人で有罪、禁錮 25 年から

終身刑を言い渡された。

　しかし 25 年、連邦控訴裁は、供述に関する陪審への説明に問題があったとして有罪判決を破棄。再審か釈

放が必要だと判断していた。争点は、ヘルナンデス受刑者が最初の供述をする前に、黙秘権などを告げるミラ

ンダ警告を受けていなかったことだった。その後、NYPD は権利を告げ、受刑者は改めて録画された供述を行っ

た。

　弁護側は、強引な取調べや精神疾患、低い知能指数の影響で虚偽の自白をしたと主張。陪審には、最初の供

述が任意でないと判断した場合、その後の供述も慎重に扱うよう説明すべきだったと訴えていた。これに対し

最高裁は、そうした説明を義務付ける明確な連邦法はないと判断。控訴裁は権限を超えたとして、判決を覆した。

別の​有力容疑者は​証拠なし
　イータン君失踪の後、パッツ家が雇っていたベビーシッターの恋人で、小児性愛者のホセ・アントニオ・

ラモスが長年、有力な容疑者とされてきたが、この事件に関連しては状況証拠のみで刑事訴追はされなかっ

た。

2026. 6. 26　

47 年前の​「イータン・パッツ事件」​
連邦最高裁が有罪判決を​復活
アメリカを​変えた​未解決事件とは

イータン君。父親のスタンリーさんが 1978 年に撮影（photo: Stanleykpatz, https://en.wikipedia.org/wiki/User:Stanleykpatz）

続きはウェブへ
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続きはウェブへ

　ニューヨーク市のマムダニ市長は 6 月 26 日、市全域の青少年および成人がジェンダー肯定的ケアを受けら

れるよう、アクセスを保護・拡大するための 3 つの主要な新施策を発表した。トランプ政権からの攻撃が激化

し不確実性が高まる現状において先見的な取り組みとなる。

　ジェンダー肯定的ケアへのアクセスを確保するため、ニューヨーク市は 1500 万ドル（約 24 億 3000 万円

＝ 1 ドル 162 円で換算）を投入し、次の取り組みを行う。

マムダニ政権の​ジェンダー肯定的ケア
　ケアアクセス基金を設立　若者を対象としたジェンダー肯定的ケアを提供する医療機関を支援すること
で、ニューヨーカーが医学的に必要なケアを引き続き受けられるようにする。
　電話・テキストメッセージ対応のホットラインを開設　ジェンダー肯定的ケアに関連するケア、サービス、
情報、リソース、サポートをニューヨーカーに提供する。
　関連研究への資金を提供　トランスジェンダーおよびジェンダー・ノンコンフォーミングのニューヨー
カーにおける医療へのアクセスや治療成果における格差を特定する。LGBTQ+ コミュニティーのニーズをよ
り深く理解し、それに応えるために投資を行う。
　ニューヨーク市法務局は今月初め、ジェンダー肯定的ケアを受けた患者の医療記録の提出を求める連邦大
陪審の召喚状に反対し、トランスジェンダーの青少年および若年成人を代表して提起された法的異議申し立
てを支持するアミカスブリーフを提出。これに対し、マンハッタンの連邦地裁判事は 24 日、差し止め命令
を認め米司法省が召喚状を用いてトランスジェンダー患者の機密性の高い医療記録にアクセスすることを阻
止した（6 月 25 日付本紙で既報）。

2026. 6. 30

マムダニ市長、トランスジェンダー医療に
1500 万ドル投入
トランプ政権に​対抗し支援拡大へ

マンハッタンで 6 月 28 日、行われたプライドマーチに参加したマムダニ市長
（photo: ニューヨーク市長室の flickr / @nycmayorsoffice からスクリーンショット＝ 2026 年 6 月 28 日）
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